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 第 1 章は、コンテナリゼーション以前の港湾政策を分析している。いわゆる船混みは、
日本経済にとって高度経済成長の初期 5、6年の間の大問題であった。政府は、港湾労働等
対策審議会を設置し、港湾の労働と港湾の運営利用の改善対策への諮問を行った。同審議









































を通して、早くから数多くの職種を担当させる。A 社の人事階級制度は 6 級職から 1 級職
までと、その上の班長・組長職の合計 8階級に分かれている。入社 1年目は、6級職に属す



























































 本論文は、2016 年 9 月 30 日に大学院事務課に提出され、同年 10 月 11 日の公共政策研
















 第二は、A 社による多能工の育成システムを明らかにしたこと、そのうえで A 社の現場
労働者が三層の構造からなることを明らかにしたことである。すなわち、第 1 階層は、入















第二は、第 3 章から 5 章においては、A 社の取組みについて、個々の章では優れた分析
を行っているものの、アンケート調査と前後の章との論理的なつながりが弱いことを指摘
しておかなければならない。また、同社のような取組みが、なぜわが国の港湾業界全体に
広がらないのかという点について、業界構造とも関連させた議論が、十分に展開されてい
るとはいえいない。 
第三は、日本の港湾の研究をするうえで、比較対象のために海外の研究が望まれること
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である。港湾産業と港湾の労働問題に関する海外の研究を参考にして、それとの関係で日
本の港湾労働の特性を明らかにすることが望まれる。 
しかしながら、これらの点は引き続き改善するべき点であり、今後の研究課題である。
港湾の労働問題に深く切り込んだ本研究は、全体として大きな価値を有する調査研究論文
であると評価できる。 
以上のような検討結果に基づき、本審査小委員会は、全会一致をもって、提出論文が博
士（公共政策）の学位に値するという結論に達した。 
